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研究ノート
台湾労働事情の報告
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孝
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1. 高雄の加工区について
台湾の労働事情については．アジア経済研究所「台湾の労働事情』（隅谷三喜男氏の主
査による，騰写印刷， 1969年）が最も包括的である。その他，笹本・川野編「台湾経済綜
合研究」下（アジア経済研究所， 196納三），隅谷三喜男編「アジアの労働問題』（東洋経済
新報社， 1971年）が部分的にとりあげており，現地の人の手になるものとしては．丁紡泉
著「労工問題』（台湾中華書局，改訂3版， 1968年）が最も詳細である。また台湾の労働
法については，向山寛夫著「中国労働法の研究」（中央経済研究所， 1968年）の中で論じ
られている。
本稿は，これらの文献および私の入手した若干の資料と，私が1970年10月中旬，台湾南
部の工業都市高雄に 5 日間滞在して，同市内の加工区の工場を見学したときの見聞•印象
とによりながらまとめ上げたものである。現地では，奥田株式会社社長松尾素行氏が，訪
問先・面接する人々について配慮して下さったので，短期間ながら私にとって充実した学
ぶところの多い旅行であった。
まず台湾自体について簡単に紹介しておこう。台湾の面積は九州よりやや狭い。日本の
統治は1945年の敗戦に至るまで51年間続いたが，敗戦とともに中国に返還され， 1945年10
月以後，中華民国台湾省として発足したが， 1949年，第2次国共内戦に敗北した蒋政権の
中央政府が台湾に移転し，中国共産党の支配する中華人民共和国と，中国国民党の支配す
る中華民国の対峙状態が，海峡をへだてて，今日まで続いていることは，周知のとおりで
ある。現在の台湾では，支配領域を同じくする中華民国政府と台湾省政府が，併存してい
る。
戦前の台湾は，故矢内原忠雄氏によれば． 「総督専制の極端なる点において，台湾は，
世界植民地中稀有の例に属する」（『帝国主義下の台湾」岩波書店「矢内原忠雄全集」第
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2巻 388ページ），専制的従属・ 同化主義による植民政策の強行であった。日本の統治時
代は，一切の公的生活の場から母国語が締め出され， 「皇国臣民」が強制された。現地の
本省人（後述）の中高年の人々は， 幼少から成年まで日本語の言語環境の中で育って来
た。同時に， 日本の台消統治は．法制の整備，教育の普及，その他の積極的な施政によっ
て台湾を中国本土と遥かに引き離して近代化した。農業は，米および甘庶を中心農業とし
てかなり高い水準に達していたし，水力による電力産業の開発，セメント工業、製糖業，
交通・運輸の整備など，戦後の台湾の経済発展の基礎をなしたものであった。
1945年（昭和20年）に， 35万人居た日本人は大部分引揚げて, 1948年末には500人に減
少した。これに代って， 1949年，中華民国中央政府の台湾移転にともない，蒔介石に率い
られて台湾に渡った軍人，官僚，その他がおびただしい数に上り，この外省人と称せられ
る中国本土から渡来した中国人が，本省人と称せられる台湾人に，一種の植民地支配の形
をとっている。むしろ，かつての支配者日本人に代って，中華民国政府の台湾支配は，名
実ともに実権をもっており，官庁．官公営企業その他諸機関の主要なボストは外省人に握
られているが．近年．若干．本省人の登用が行なわれているようであるり。本省人と外省
人の比率は， 1956年の統計によれば，台湾人口 969万人中 101万4千人10.47%を占めてい
る（台湾省政府主計処『台湾統計要覧』 12~13ペー ジ）。 日本統治時代の最も日本人の多
かった年である 1941年における台湾人口総数に対する日本人の割合5.9%よりはるかに高
い。 1956年以降も，外省人は累年増加を示しており，現在， 1200万人の本省人に対して約
200万人の外省人が， 支配者として臨んでいると推定されている。
戦後台湾の経済成長はこの数年とくに顕著である。 1953年から経済建設4カ年計画が3
回にわたって実施され，その成長は低開発国にその比をみないほど急速であった。 1953~
69年の間の平均成長率8.6%は， アジア諸国では日本を除いてもっとも高い。台湾の経済
体制は，全体として輸出促進・輸入節約的なバクーンであり， 1960年から70年の間に，輸
1) 日本の植民地として同化政策が強行された点は朝鮮も同じであるが，台湾の本省人の
中高年の人々が日本に対する一種のなっかしみを感じている点では著しい差異があるよ
うに思われる。ある夜，私は，人に連れられて台南市の小さなバーでビールを飲んでい
た。そこはお客のほとんどがアメリカ人で， 日本人が来ることは稀なようだった。店の
主人は私が日本人と認めると，自分が日本海軍の少年兵であったころのことを，なっか
しそうに語りはじめた。こうした日本の思い出のあり方は，朝鮮の人にはないことでは
ないか， とふと考えたことだった。現在の台湾では. a本語の図書は．例外を除いて．
持ち込むことは禁止されている。
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出額は平均毎年25%増加して，貿易総額は4億3千万ドルから31億ドルに上昇した。輸出
構造も，台湾ならバナナ・砂糖といったイメージがくずれ，工業製品主体の方向に移行し
ている。貿易収支も1970年には黒になった2)。
こうした台湾の経済成長の最大の要因は，台湾政府の大担なまでに積極的な外資導入政
策であろう。省政府経済部の統計によれば，投資奨励条例公布以前の1952~60年間に，認
可された外人及び華僑の年投資平均額450万ドルが，条例施行後の61~68年間に3,200万ド
ルと 7倍余の増加となった。急テンボで外国資本が導入されるようになったのは， 1960年
代にはいってからである。
台湾政府の外資優遇措置の最大のものは， 1965年1月に公布された加工輸出区設置令で
あって，特定の地区を設定して，これに国の内外から輸出企業を誘致しようとするもので
ある。
私の訪れた高雄加工区は，この設置令によって1968年12月に発足した。同加工区輸出管
理処の数字によれば， 同区設立当初の4大目標はすでにすべて超過している (1970年10
月）。すなわち，①資本導入―目標120社，総投資額1,800万ドルに対し， 現在認可社数
153社，総投資額3,200万ドルである， ®対外輸出高—目標年間輸出高 7,200万ドルに対
し，認可済みのメーカーの輸出計画では総計 1億8,100万ドルになる，⑧雇用人員ー一目
標は1万5千人の就業機会をつくるものであったが，現在すでに 24,000人が就業してお
り，認可済みのメーカーが全部操業したら就業人口は39,900人に達する，等である。
地域内は，公共サービス，標準工場ヒ‘‘ル，賃貸工場用地の3つに分かれ，標準工場ビル
の売価は3.3平方米当り 3万6千円，支払いは利息1割の10年賦でよい。工場用地の賃借
料は， 3.羽芍テ米当り年375円である。輸出の手続きは 1カ所に集中して行なわれ，普通な
らば早くて2週間もかかる外資申請の認可が，ここでは 1週間ですむといわれる。
投資事業のうちでは，電子製品がトップでその他労働集約的な軽工業製品が多く，資金
の来源は，アメリカ・日本の外国資本がトップで中外合弁がこれに次ぎ，その他は華僑お
よび国内資本である。
2)なお， 日本に対する貿易関係についていえば，完全な片道貿易である。 1966~70年に
台湾の対日輸出 6億1,100万ドル，輸入14億9,000万ドル， 1970年の台湾の輸入に占める
日本からの輸入の比率は45.9%でその半ばに近く，一方，台湾の輸出に占める日本への
輸出の割合は17.6%である (1971年度「経済白書」）。台湾が日本から輸入するものは，
資本設備と原料半製品を主体としているが，これは主に円借款の実施および日系合弁会
社の需要によるものである。
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A--'-1表高雄加工区輸出事業設立統計表 1969年5月31日現在
警門炉嗜請及晶 Iメーカー数 1計劃麿『金額 1計劃年島輸出高1計劃雇用人数， 操業中 95 20,669,587 98,888,279 26,904 工場建設中 24 4,119,492 23,546,530 5,564 ・工場着工前 30 6,373,100 46,658,684 5,508 
小計 149 31,162,179 169,093,493 37,976 
資料補足を要するもの I 3 I 420.000 1 1. sas. oo 1 355 
総 計 I 152 I 31, 582, 1791 170, 929, 4931 38,331 
A-2表高雄加工区認可済み輸出事業分類統計表
196呼 5月31日現在
業 別 1認カ可ーメ数ー 1操カ業ーメ数ー 1計割投(S資)金額 I年計割得出金額1雇劃用人数計
精密機器及び儀器類 2 I 1 350,000 338,000 137 
電子製品類 27 19 12,252,729 63,572,069 9,411 
金属製品類（含洋傘） 14 8 2,561,500 11,677,096 2,277 
P V C製品類 17 10 2,285,875 13,263,240 3,756 
機器製造機 4 2 525,000 4,778,650 256 
家具製造類 2 2 475,000 2,040,000 320 
工 芸 品 類 22 13 2,171,250 16,280,622 4,492 
電器用品及び製品類 3 1 710,000 6,098,440 760 
ゴム製品類 2 1 125,000 1,700,000 438 
印 刷 品 類 1 150,000 750,000 48 
包 装 修 配 2 2 285,000 755,670 304 
皮革製品類 7 5 741,000 5,616,000 1,819 
紙器製造類 2 398,150 1,314,068 294 
玩具製品類 4 3 734,069 2,268,068 1,117 
コット製造類 1 50,000 525,000 47 
ニット製品類 22 14 2,484,751 14,562,260 5,126 
既 成 服 類 15 12 4,687,855 22,494, ,310 7,144 
化学製品類 2 175,000 950,000 230 
ムロ 計 I 149 I 95 1 31, 162, 1791 169,093,493 ¥ 37,976 
加工区では，進出企業は最初の5年間は法人税免除の特典があり， 6年目以降も法人税
がやすい。利益の本国送金に制限がなく， 100彩出資も認められる。ほとんどの原材料，半
製品，機械設備類の輸入は無税である。加工区設置後，日本の企業の台湾進出は活発にな
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った。台湾政府は，高雄の北方約12Kのところに南楠加工区を建設中であり，また台中郊
外にも加工区が設置され.13本からは， 日本楽器，キャノンその他の企業が進出している。
A-3表 高雄加工区認可済み輸出事業資金来源分析表
1969年5月31日現在
資 金 来 源 Iメーカー数 1計劃投資金額 (U.S.$.)
国 内 投 資 32 I 3,605,150 
I 
香 港 20 3,387,875 
日 本 3 922,574 
インドネシア 1 150,000 
華僑投資 i 沖 縄 2 650,000 
マ レーシア 1 212,500 
南ベ トナム 1 60,000 
小 計 28 5,382,949 
米 国
I 
7 6,159,429 
オ ラ ン ダ 1 2,150,000 
外人投資
卜 Jレ コ 1 170,000 
13 本 36 6,456,100 
英 国 2 750,940 
小 計 47 15,586,469 
中 米 7 1,302,091 
中 日 16 1,969,801 
国内と華僑 12 1,573,150 
合 弁 中
英 米 2 272,569 
香港・非律賓・英国 2 400,000 
カナダ・英国・日本 1 800,000 
カナダ・米国 2 170,000 
小 計 42 6,487,611 
総 計 I 149 I 31,162,179 
3) 1953~68年の15年間に台湾に導入された外国資本は，計415件，金額2億1,980余万ド
ルである。件数では， 日本が絶対多数を占め， 1967年91社中70社76.7%,68年106社中
84社79.296である。しかし，投資金額では，米国は断然多い。米国の投資額は全体の過
半数を占め， さらに 1社当りの投資額となると， 日本の投資者ははるかに及ばない。世
界をまたにかけて活動しているアメリカの多国籍企業の姿がここにも明らかである。と
もあれ，このことは，台湾経済が，アメリカ， 日本その他の特定国に対し，政治的，経
済的に大きく傾斜している具体的表現であり，台湾市場の硬直性，資本の買弁化，対外
依存の強化をもたらす構造的要因である。
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2. 労働力について
台湾政府がこのような加工区を設置した第1のねらいは，労働集約的な産業を誘致して
国民の雇用をふやすことである。加工区において外資と台湾の労働力が結合して生産する
ものの全部を輸出することを義務づける，かりにこれらの企業が生産工程に必要な機械や
原料，または部品を一切外国からもちこみ，台湾での工場設備が単なる労働力利用の組立
工場となっても，少くとも労賃分だけは国民所得の純増加分となる，労働力が豊富で就業
機会が限られている現状では，加工区は安全確実な経済成長への途だ，という考え方であ
る。
そしてここへ進出する外国資本にとっての魅力の第1は，台湾の豊富な低賃金労働力を
利用できる，という点である。
高雄の街の，朝の出勤，夕方の退社時間は，加工区に通ずる道路がおびただしい自転車
の波にうずまる。そのほとんどは，若い女子従業員である。かつては港街として知られた
この街が，大型工業の集中する工業都市に変貌し，生成をつづけている。特に加工区の設
立，第2港に拡張および国際空港の建設などによって，工業都市としての条件は備わっ
た。加工区ができて， 高雄の街は活気づき，近郊からの人口流入で， 高雄の人口は急激
に増加した。高雄市の人口は80万人，昼間人には100万人を超えるものと推定されてい
る。
加工区の入口では守衛がトラックなどを厳重にチェックしており， 20万坪の同地区は刑
務所のような高いコンクリートの塀でとりかこまれている。同地区で生産されたものはす
べて輸出されなければならないから，これを監視するためである。
加工区の域内では，日本の企業としては， 2,000名以上を雇用するものに， 日立電視，
台湾三美がある。 0公司で，最近の労働力事情を聞いてみた。加工区設立まもなくのころ
進出したが，そのころは募集人員に数倍する応湧；者があった，現在は，募集人員をともか
＜充足する状態である， しかし， 日本と比べてまだまだ労働力不足を感ずる程度ではな
ぃ，という。
台湾全体でいえば，まず台北に労働市場の需給のひきしまりが感じられ，ついで高雄に
波及しているようである。しかしまだ一般的には労働力供給の余裕があり，雇用条件を良
くするとか，交通，住居，食事の問題を解決することによって，労働力を引き出すことが
可能のように思われる。
ここで台湾全体の労働力構造を統計的にみてみよう。
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台湾の農村人口 1人当り可耕地面積は，日本，韓国とならんで相対的に狭小である1)。
台湾では， 1953年に農地改革が行なわれたが，農家の経営規模は，改革時の払下げで零細
企業がふえたほか，その後，主として土地購入の困期と家族制度における均分相続性によ
って，土地の零細化は，ますます進んだ。
現在，台湾の農業人口は約600万人であり，この国の人口の約半数を占めている。
農村に，豊富な労働力が存在し．農業生産が反当生産力拡充のため労働集約的に経営さ
れるとき，農業労働は刻苦精励的，肉体消耗的労働であり，それ自体が過剰ではない。過
少農経営であるが故に過少生産収入であり，家計補助のために賃労働者化する，・潜在的な
不完全就業状態のまま過剰労働力が農村にうっ積するのである。基本的にいって，台湾の
賃金水準は，農家の低い生活水準と，過剰な労働力供給の要因によって規定されている，
といえよう。
台湾においても脱農化は急テンボですすんでいる。近年における非農業部門の就業機会
の増加から，出るぺき門戸を押えられていた下層農家の賃労働者化はすすむ。一方におい
ては，商工業の急速な発展が地価を高め，無形のうちに農家の所得水準を高めることも考
えられる。農村における人口圧力が都市における未熟練労働者の賃金水準を規定する度合
いは今後次第に減少するであろう。
しかし，今後台湾の労働市場が，急速にわが国のような労働力不足状態をたどるとは思
われない。現状において，底辺労働力をなす層がきわめて大きいのである。最近の政治的
情勢から，台湾経済の加速度的発展にプレーキがかかり，労働力需要が停滞する．といっ
た事情はさておいても，九州にも足らぬ面積に 1,400万人もの人々がひしめいている。 1 
平方キロメートル当り人口密度374人 (1968年），オランダに次ぐ世界第2位の地位にある
が，やがて第1位になるだろう。人口は年々30~35万人の絶対的増加であり，年間約10万
人の新規労働力が雇用を求めて労働市場に登場する。労働力供給はなお豊富である．とい
うことができる。
台湾の人口は， 1895年の300万人から， 第2次大戦末の600万人に， さらに戦後， 中国
大陸における中共政権の成立にともなう総数200万人を超える大量の人口流入によって，
1952年には813万人と急激に膨張する結集となった。さらに継続的な高出生率に支えられ
て年間3.5彩という高い自然増加率を記録している。近年は，都市における人口の集中が
めざましく， 1970年現在．主な都市人口は，首都台北 050ガ人）， 高雄 (80万人），台南
1)笹本武治・川野重任編『台湾経済綜合研究」上， 433ペー ジ
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(50万人），台中 (50万人），基隆 (30万人）である。
増加人口は，労働力増加となるが，ここで台湾の労働力の質に注目しよう。
台湾は朝鮮を除く他の東南アジア低開発諸国に比べて，教育が非常に普及しており，そ
の水準は数字からみると先進国なみである。労働力の教育程度別構成をみると(B-2表）
小学教育が全体の51.8%で最も多く，文育の18.2%, 中学の8.1%の順である (1968年）。
旧世代の労働者がまだかなり残っているので，文盲の率が高いことは理解できるが，その
多くは，農林水産業に従事するものであろう。
中学は1968年から，日本と同じ義務教育年限3年延長が実施されている。児産就学率は
B-1表台湾の人口増加 単位：千人
l総人口 l男 I 女 1出生率％。 1自然悶加率i増加総数 i指 数
1946 6,091 3,061 3,030 100 
47 6,495 3,272 3,224 38.3 20.2 404 107 
48 6,806 3,438 3,368 39. 7 25.3 311 112 
49 7,397 3,766 3,631 42.4 29.2 591 121 
50 7,554 3,854 3,701 43.3 31. 8 187 124 
51 7,869 4, 0171 3,853 50.0 38.4 315 129 
52 53 54 II 
8,128 4,156 3,972 46.6 36. 7 254 133 
8,438 4,327 4,111 45.2 35.8 309 139 
8,749 4,437 4,262 44.6 36.5 311 144 
55 I 9,078 4,647 4,430 45.3 36. 7 329 149 
56 9,390 4,796 4,594 44.8 36.8 312 154 
57 9,690 4,943 4,748 41. 4 32.9 300 159 
58 10,039 5,121 4,918 41. 7 34.1 349 164 
569 0 I  
10,431 5,337 5,095 41. 2 34.0 392 171 
10,792 5,525 5,267 39.5 32.6 360 177 
I 
61 ! 11,149 5,715 5,434 38.3 31. 6 357 183 
62 3 
11,512 5,902 5,610 37.4 30.9 363 189 
11,884 6,098 5,786 36.3 30.1 372 195 
64 12,257 6,295 5,962 34.5 28.8 373 201 
65 12,628 6,491 6,137 32.7 27.2 371 207 
66 12,993 6,684 6,309 32.4 26.9 365 213 
67 13,297 6,841 6,456 28.5 23.0 304 218 
68 13,650 28.6 23.8 353 224 
（出所）台湾省政府民政庁発表
注：軍籍をもつ人口は，本表にふくまれない。
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B-2表教育程度別労働力の構成 (1963~68年） 単位；千人／（％）
1だ召1文盲 1独学 1小学 1中学 1高校 1師範 IJ置I贔量 I査f
1963年(10月） 4,063 910 212 2,231 238 124 49 66 118 115 
（彩） (100.0) (22.4) (5. 2) (54.9) (5.9) (3.1) (1. 2) (1. 6) (2. 9) (2.8) 
1864年（平均） 4,079 903 170 2,269 271 128 43 65 112 118 
（彩） (100.0) (22.1) (4. 2) (55.6) (6.6) (3.1) (1.1) (1. 6) (2.8) (2. 9) 
1965年（平均） 4,033 906 122 2,207 287 121 46 80 137 128 
（彩） (100.0) (22.5) (3. 0) (54. 7) (7.1) (3. 0) (1.1) (2. O) (3.4) (3.2) 
1966年(7月） 4,088 805 119 2, 186i 342 145 52 101 174 163 
（％） (100.0) (19. 7) (2. 9) (53.5) (8.4) (3. 6) (1. 3) (2. 5) (4.3) (4. 0) 
1968年(10月） 4,226 770 145 2,193 387 158 51 109 228 185 
(96) (100.0) (18. 2) (3.4) (51. 8) (8.1) (3. 7) (1. 2) (2.6) (5.4) (4.4) 
男 2,945 389 125 1,575 289 116 31 86 179 155 
女 1,281 381 20 618 98 42 20 23 49 30 
（出所） 『労働力調査報告』
注：師範は高校の水準に匹適する。また，初級職業，高級職業はそれぞれ中学，高校
に匹適する職業学校である。
100%に近いといわれるから，今後，年々文盲が減少し，台湾の労働力の教育程度別構成
が高度化していく傾向を示すことは明らかである。もちろん，教育水準はただちにその労
働力の質的水準を示すものではない。しかし教育は生産技術を受け入れる能力度，規律に
したがう生活態度と，訓練によって近代的労働力として形成される可塑性を培かうもので
ある。明治以降の日本の近代化を支えたのが，その教育水準であったし，同様の意味にお
いて，台湾の初等教育の普及による近代的労働力の供給の増加は，台湾経済の発展に寄与
したし，またしつづけるであろう。なお台湾の教育水準については，男女の教育程度に大
きな格差があり，就業人口における小学校卒の男性数は女性数の2倍半に達していること
が注目される。
教育水準の高いことと同時に，この国の労働力は若々しい。労働力の年令別構成は，若
年層を底辺にビラミッド型である。 B-3表にみられるように15~19オ層が最も大きな割
合を示している。 15~19オ層と20~24オ層の男子労働力に20万の実数差があるのは，軍
務服役者が控除されているためである。この国では徹底した徴兵制度が施行されており，
男子は満20オで，陸軍 2年，海軍•空軍 3 年の軍役に服する 2) 。肉体的に最も生産能力の
2)この国の人口統計は，人口登録にもとづく毎年の暦年末の現在人口が公表されている
が，この人口には営舎生活をしている軍隊の部分を含んでいない。台湾を守る国府軍は
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B-3表年令別労働力の構成 (1964~68年） 単位；千人/(%)
労人働力口I12~ 14¥15~19 I 20-24 I 25~29 I 30~34 35~39 I 40~44 I 45~ 4~1 50~ 5455~5― 95o~ 
1906月4年） s. 942 2s6 607 . 410 I 529 491 456 385 292 250 140 96 (1 
(100.0)(7.3)(15.4)(10.4)i (13.4) (%) (12. 5) (11. 6) (9. 8) (7. 4) (6. 3) (3. 6¥(2. 4) 
1（平965均年） 4, 033 273 633 I 411 541 514 465 388 300 256 1441I ＇ 100 
（％） (100.0)I (6.8)(15.7)(10.2)(13.4) (12. 7) (11. 5) (9. 6) (7. 6) (6. 4) (3. 6) (2. 5) 
1(976月年） 4, 088 244 665 401 534 521 495 412 335 247 148 87 
(%) (100. 0) (6. O) (16. 3) (9. 8) (13. 1) (12. 7) (12. 1) (10. 1) (8. 2)'(6. 0) (3. 6)(2. 1) 
19608月年） (1 4,307 788 418 574 565 563 446 391 279 184 99 
（％） (18. 2) (9. 7) (13. 3) (13. 1) (13. 1) (104)(9.1)(6.5) (4. 3) (2. 2) 
男 2,996 417 213 432 405 407 336 308 229 160 90 
女 1,311 371 205 141 160 156 110 84 50 24 9 
（出所）台湾省社会処労働力調査研究小組「台湾地区労働力調査報告」第21期，
注： 1968年から中学3年義務制が施行されたので，労働力に12~14オ層はふくまれな
い。
高い層が労働力から欠如している。そして台湾の年令別は人口15オ末満の若年層が総人口
の43.3%に達する。かつての年間3.5形といが高い人口自然増加率の影響はこれから現わ
れ，今後5年間は相当数の青少年失業者が出る懸念があるといわれる。国立大学は旧台北
帝大の台湾大学が最大であり，学生数約1万人である。政治大学，清華大学を含め国立大
学は26校であるが，受験競争は激烈なようだ8)。中学の義務教育の延長により就学人数が
増加し， 15~17オ層の高校教育期間にあたるものの就学率も増加するものと予測されてい
るが， 18~21オの大学・専門学校教育期間は，人口の増加に対して大学の増設は間に合わ
ないため，就学率は低下することが予測されている。また大学卒の失業者は多い4)。
60万人といわれるが，人口比にして過大な軍隊をかかえ，軍事費は総予算の半ばをこえ
るといわれる。これは台湾経済にとって非生産的な大負担であるばかりでなく，労働力
に与える影響も大きい。
3)私は，台北，高雄でいくつかの書店に入ったが，どれも書棚の半ば近くが高校・大学
の受験関係の図書で占められていて，いが栗頭の受験生の真剣な目が印象的だった。受
験競争が激しいのは，この国が H本と同じく学歴社会であることの他に，大学には徴兵
延期があるからだろう。
4)台湾の1966年の「労働力調査報告」によれば，全体の失業率が 3.6%であるのに対し
て，文盲者の失業卒は0.6%, 中学卒は6.5%, 高校卒8.2%と学歴のあるものの方が，
相対的に失業率が高くなっている（隅谷三喜男編『アジアの労働問題』 1971年2月，東
洋経済新報社，参照）。
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しかし，熟練労働者は不足している。 B-2表にみられるように，高等学校は職業技能
教育を受けない普通教育が半ばを占め，若年高学歴者の就職難がありながら，国内の必要
とする技術および中間指導層クラスの需給は逼迫している実情にある。技術工員について
いえば，毎年平均5万人の新規需要が見込まれるのに， 1万5千程度の供給しかない，と
いわれる。
3. 賃金について
高雄加工区では，省政府経済部の指導プライスとしては，新中卒初任給は600元が一応
と標準で，見習期間を終えると700元程度．となっている。 1966年の加工区発足当時は，
女子初任給がこの金額で雇えたが，今ではとても集められない，という。 800元といった
ところであろう。最近の初任給は学歴別にみると，つぎのようになっている (1970年現
在， 1元=9円， 1ドル=40元，本稿の数字は円の切り上げ以前のものである）。
小卒 最低 600元 最高 1,000元
中卒 800元 1,500元
高卒 1,000元 2,000元
一方，平均賃金では， 1968年で2,000元（約18,000円）で，前年比10%強の上昇率とな
っている。
大卒 3,000元～
また日給制が多く，某進出企業の日給は現業員の場合
16オ・…・・26元， 17オ・…・・28元， 18~20オ・り・・・28元， 兵役後22オ・…・・36元
30オ以上…・・40元
が初任給で，これに技能に応じた技能給が支給される。女子は平均年令あたり 2元ほど低
い。
1968年から中卒3年が義務制になったから，中卒でなければ新規採用が不可能なので，
800元以上でなければ無理である。
賞与は年1回1カ月程度の支給が多い。給食（昼食は7元程度，半額負担が多い）。
加工区で働らく労働者は，男子は総数の5分の 1以下にすぎず，大半が14~24オまでの
未婚女子である。賃金のベース・アップは労働組合による賃金闘争のケースはほとんどな
ぃ，城内に出来た寄宿舎は彼女達の賃金情報の交換所であり，労働移動が賃金を高めてい
るという。
加工区では，夕方の5時をすぎると，鳥の大群が飛び立つように，女子労働者の自転車
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が帰路を急ぐ。一応，各企業とも8時間労働のようだが，あるカバン・メーカーの工場長
は，注文に追われてこのごろ連日午後10時まで残業をやっている，といっていた。また筆
者が，ある企業の賃金台帳をみせてもらったときの感じでは，女子労働者の実収賃金の3
分の 1ないし4分の1が時間外労働によるもののように思われた。台湾の労働保護法では
女子の時間外労働について特別の制限はなく．わずかに午後10時より午前6時までの夜間
労働を禁止しているにすぎない（エ廠法第1吟い。実態についての統計もないので．その
実情は判らないが，一般的に．かなりの時間外労働は行なわれていると思われる。賃金水
準が低く，労働者にしても低い賃金水準を労働時間の延長によって補足する論理が作用す
るであろう1)。
ここで賃金を統計的にみてみよう。
C-1表にみられるように．賃金水準は年々上昇している。物価の上昇はそれほどではな
いから，実質賃金は上りつつあるとみてよい。熟練労働者の不足がその原因と思われる。
C-1表曾金水準の推移 （製造業，日あたり）
年 男女計 1 同指数ほ） I 男 子（元） I 女 子（元）
1963 43.27 100 48.01 28.79 
64 44.18 102 50.72 29.34 
65 47.92 111 55.40 30.81 
66 50.88 118 58.88 32.59 
67 57.08 136 67.29 35.55 
（資料） ILO Year Book 1969年
注： 1)成年のみ家族手当と現物給与の評価額を含む。
2)賃金指数は1963年=100
1)労働保護法規として重要な機能を果しているものは， 1960年（民国49年）創造された
工作契約範本（工場法）である。同法によれば，労働時間は 1日8時間，使用者は業務
上，必要がある場合には1日10時間を限度として労働者が時間外労働をおこなうことを
要求することができる，天災，事変，季節の関係により必要がある場合には使用者は労
働組合の同意を得て， 1日12時間，月間を通し合計して46時間を限度として時間外労働を
おこなわせることができる，時間外労働に対しては通常就労時の賃金の3分の 1以上3
分の 2以下の範囲において，割増賃金を加算しなければならない。週休日，法定休IJ,
年次有給休暇は何れも有給休日とし，使用者が業務の必要により労働者の同意を得て休
日出勤させた場合，倍額貿金を支給することになっている。同法によれば，年次有給休
暇は，勤務期間が1年以上3年以下の場合に7日与えることになっているが，実際には
守られていないようだ。法定休日は年に 7日ある。
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C-2表消費者物価指数の推移
年 総 ムロ 食 料 ＂ロ＂ 
1963 100. 0 100.0 
64 99.8 102.7 
65 99.8 104.8 
66 101.8 109.6 
67 105.2 114.4 
68 113. 5 125.0 
69 115. 9 125.9 
（資料） ILO Year Book 1970 
C-3表 台湾における製造業の賃金（平均一日当り実収賃金）
（男子） （単位ドル）
産 業 I 1960 I 63 I 65 I 66 67 I 68 (68/60) 
食 料 品 I 40.65 58.80 75. 77 80.09 94.25 95. 6s I 2.4倍
繊 維 33.21 38.81 42.75 46.18 47.82 52. 11 I 1.6 
紙・紙製品 33.59 39.82 45.30 50.04 48.64 53. 22 1. 6 
化 学 30.17 44.03 51. 63 52.70 60.86 64.84 2.1 
石油製品 31. 66 50.64 61.16 66.36 75.64 82. 79 2.6 
金 属 42.81 50.54 58.60 62.69 78.88 84.17 2.0 
電気機器 32.44 46.22 49.38 48.31 57.88 56.92 1.8 
輸送用機械 43.60 54.27 58.87 61. 77 73.94 80.48 1.8 
消費者物価 I 88.7 i 100 I 99. s I 101. s ¥ 105. 2 ¥ us. 5 ¥ 1.3 
（資料） C-2表に同じ
注： 1)賃金は家族手当や現物収入を含む。
2)消費者物価は1963年=100
台湾の賃金を国際的に比較したのがC-4表， C-5表である。貨幣賃金でみるかぎり
において台湾の賃金はわが国のそれのほほ30形の水準にある。前記のように中卒初任給
800元といえば， 1元を9円として 1万円を下回る金額である。 しかし．実質的な内容を
わが国のそれとストレートに比較することはできない。食料品の価格は安いが，工業製品
の価格は高いのである。例えば，台湾で生産される蓬莱米はわれわれの食味に適したもの
であるが，それは日本米の半分をわずかに上回る程度の価格である（台湾の米作生産は，
需要を賄った上．年に20万トンを輸出している。雑穀，果物も内需のほかに輸出余力をも
つ）。タクシー2キロで6元 (54円）は，若干安いが， デバートでみるかぎりにおいて，
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C-4表 台湾の貨幣賃金と欧米との比較 (1966年平均）
国 別 I 時間当り賃金 台湾賃金との比率
＇ アメ リ 力 2.26米ド）レ 1967 
力 ナ ダ 2.23加ドル 1636 
西 独 4.47マルク 875 
フ ラ ンス 3.27フラン 486 
イ 夕 リ ア 403リラ I 477 
台 湾 5.45元 100 
資料：丁幼泉『労工問題」中華書局,1970年,122ページ．各国賃金の数字は， 1967年
6月国連統計月報より採ったもの。
C-5表 アジア地区製造業貨幣賃金の比較 (1965年）
国 ：別 1平均（月単位当元りr金I左で調の整賃金しをた金当諸額国（単の位労働元時）間 1！台湾賃金との比率
オーストラリア 9,706 7,891 699 
シンガポール 1,660 1,350 120 
日 本 3,610 3,460 307 
フィリッビン 1,627 1,627 144 
ムロ 湾 1,437 1,129 100 
（資料） C-4表に同じ
C-6表労働生産性の推移（工業）
！ 
! 
国 11957 I 58I 59 1960 I 611 62I 63 64 1 65 1 66 1 67 I 
韓 国 100 112 116 122 133 154 158 171 
-日- 本 100 100 112 127 141 146 160 183 192 213 234 
台 湾 99 100 108 118 127 137 144 175 190 201 
11s I フィリピン 95 100 106 108 113* 192 、100 105 107 110 
〔資料〕 ILO「労働統計年鑑」 1969年
ワイシャツその他の繊維製品の価格は， 円換算してみると， 大体わが国のそれと同様だ
が，現地の人にとっては高価なものであろう。台湾の賃金水準ではともかく食うことはで
きるが，それ以上は容易でない，，といった感じである。
しかし，労働生産性が軽工業においてわが国のそれの6, 7割，場合によっては10割に
近いものがあることを考えるとき，ご賃金コストとしてみれば安いといいうる。賃金コスト
において，労働力が低廉であるから＾，この労働力を求めて労働集約的商品の生産に外国資
本が流入するのである。この国の教育水準が高いわりにきわめて賃金が低い要因として
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は，相対的に労働力の供給が需要に比べて過剰であること，総人口の50%以上を占める農
業人口および都市停滞層の所得水準が低いことがあげられるであろう。
女子労働者の賃金は， C-:7表のごとく男子に比べて著しく低いが，労働力の質は賃金
の低いほどに低くない。にもかかわらず，労働時間も，女子の方が男子より長い (C-8
表），これは， 労働市場における需給状態というよりも， 台湾における女子の社会的地位
を反映しているだろう。
C-8表のごとくで労働者平均1日当り労働時間の分布をしらべると， 10~11時間の時
間帯に，女子労働者が多い。
c~7表最近10年間製造業男女労働者賃金の比較 （単位：元）
年 度 成年男子労働者平均日給 成年女子労働者平均H給 男女賃金差
1957年 I 27.47 18.05 8.42 
58 27.85 19.49 8.36 
59 30.14 20.83 9.31 
60 35.85 23.30 12.55 
61 44.02 26.61 17.41 
62 46.05 28.47 17.58 
63 48.01 28.79 18.22 
64 50. 72 29.34 21. 38 
65 55.40 30.81 24.89 
66 58.88 32.59 26.39 
（資料）台湾省労工統計報告 丁幼泉前掲書 390ページ
C-8表 日当り労働時間（実労働時間の推移）
年 I 男 子 女 子 I 計 I 
1959 9.3 10.0 9.5 
60 9.2 9.8 9.4 
61 9.2 9.7 9.3 
62 9.1 9.6 9.2 
63 9.1 9.4 9.2 
64 9.1 9.4 9.2 
65 9.1 9.2 9.1 
66 9.2 9.1 9.1 
67 9.1 9.1 9.1 
（資料） C-7表に同じ
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台湾の労働時間は，国際的にみても，かなり長く，アジア地区でも韓国のそれて上回っ
ている (C-10表）。
C-9表台湾重要産業労働者平均 1日当り労働時間の分布
労 働 者 数
目項
I I 
百分比
男 女 計
6時間未満 445 247 692 
I 
0.58 
6~7時間 2,046 578 2,624 2.21 
7~8 II 2.953 348 3,301 2.78 
8~9 , 57.032 8,937 66,869 56.28 
9~10 11 6,260 1,938 8,207 6.91 
10~11 II 10,414 16,116 26,530 22.33 
11時間以上 7,070 3,507 10,577 8.91 
〔資料） 1956年，台湾省社会処曽選様調査重要産業労働者1万8,812人『台湾省労エ
生活概況調査統計報告』丁幼泉前掲書 207~8ページ
C-10 各国製造業労働者平均週当り労働時間の比較
国 別 時 間 数 l国 別 1 時 間 数
イ ギ リ ス 45.2 日 本 44.3 
フ ラ ン ス 45.4 シンガポール 47.2 
イ ク リ ア 47.0 フィリッビン 42.4 
西 ド イ ツ 41. 8 韓 国 57.1 
ア メ リ 力 40.6 台 湾 59.3 
（資料） C-1表に同じ
2)ウォール・ストリート・ジャーナル紙が， 1970年3月27日「台湾の低賃金に魅了され
る外国資本」と題するつぎのような現地ルボを掲載している。
「陳さんは黒い髪を長く伸している19オになる美しい娘さんだ。彼女は青色の制服
（仕事着）を着て毎週6日間，毎日台北から約20キロ離れた相当，大きな工場で8時間
仕事をしている。彼女は台北から毎日約1時間半をついやし，バスと汽車を乗り継いで
その工場へ通うのである。百，千に上る陳さんのような娘さんがぞくぞく新設されるエ
場で働いていることはこの宝島の希望と又問題をあらわしている。
安定した政治，驚くべき低廉な工賃，勤勉な労働者及び政府命令で禁止されているス
トライキ等，この 1千4百万の人口の政府はアジアで高度開発された工業化経済の国家
たらんと望み，同時に公共施設の建設が困難な中から発展を求めて進められている。
台湾の経済統計には景気ムードが充満しており，国民生産は製造業及び服務業方面で
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4. 労働組合について
飛行機で台北の地におり立った人は， 「光復大陸」の大きなスローガンを目にするだろ
う。書店に入って，本の題名をみると，ひどく限られている。戦時体制下，言論の自由は
ないようである。政治問題にかんするものといえば． そのほとんどが三民主義の本であ
る。
台湾は1949年5月19日制定の台湾省戒厳令によって現在に至るまで引続き戦時戒厳の下
にあり，組合活動は国家公安局のきびしい監視の下におかれる。労働組合にかんする法律
としては団結権を保障した憲法第14条および工会法があり，台湾政府は， 1927年以来，中
国を統括した国民政府の労働法を継承し，それを骨格として必要に応じて新しい労働法規
を加えたのであるが，現実に労働組合は，有効に機能しているとはいえないようだ。加工
区外の本省人のある事業主は，「私のところに政府の作らせた組織はあります。」といって
いた。加工区では労働組合の話は聞かなかった。
しかし，統計でみるかぎりにおいて，台湾の組合組織率は日本より高く，労働組合運動
は発展している。 1963年の産業労働者総数（臨時労働者を除く）は624,594人で， このう
ち318,225人が組合に加入している。組織率は48.2%の高率である (1)。
わが国の労働組合法に該当する工会法の第6条によれば，産業別組合を設立する場合に
は，同一地区，同一工場内の労働者50人以上を，職業別組合の場合は同じく30人以上を，
必要とする。労働者は自由なかたちで労働組合を組織することはできない。組合の組織は
法律で行政区域に限定されているのである。台湾の労働組合は，横の関係として各種産業
別，職業別組合をつなぐ「総工会」の系列と，同一業種組合の縦の連合を軸とする「聯合
会」の系列に，整然と組織されている。全国的労働組合中央組織として，全国総工会，鉄
路工会全国聯合会，鉱業工会全国聯合会，郵務工会全国聯合会，塩業工会全国聯合会，中
毎年10.5%の成長率をすべてに 5年間持続し，昨年の総額は42億に達している。対外貿
易は激増し，外国投資者は続々草木のなびく如く台湾にやってきている。 1952年から68
年の間に合計約3億5千万ドルの外資が誘致されてきたか，このうち大半は米国からで
大部分は新興工業電子組立工業などで，これらメーカーは大部分が前にあげた陳さんの
ような勤勉で又低賃銀で働く娘さんを使っている。
台湾は自国の高騰する賃金から逃避しようとする外国メーカーにとっては肥沃な別天
地である。」
1)丁幼泉著，前掲書， 528ペー ジ。
59 
60 閣西大學『紐清論集』第22巻第1号
華海員総工会等がある。
労働争議は次表にみられるごとく若干報告されているが，極度に危険視され， 1960年制
定のエ作契約範本によれば， 「使用者は怠業あるいはストライキを煽動した具体的事実あ
る労働者を即時解雇できる」こととなっている2)。
D-1表
1960 I 
件数 52
参加人員 4,280 
損失日数 2,173 
（資料） e-2表に同じ
労働争議の推移
63 65 66 67 
-—-—• 一―-- I 
20 15 5 5 
542 140 146 370 
3, 181 10, 715 4, 987 13,056 
注： 1968年以降は報告されていない。
68 I 69 
. .  
. .  
．．．．．． 
·_— 
I LO (国連脱退にともない， 国際労働機関からも脱退することになったが）， の国際
労働条約の批准数は25件，わが国と同数であり，最低賃金決定機構（第26号）， 団体交渉
条約 (98号）も批准している。しかもこういった数字は，この国の労使関係の実態を示す
ものではない3)。
台湾の労働者状態は文字どおり低賃金，長時間労働にみえる―おそらく戦前の日本の
工場を観察した外国人が感じたように―。そして，それよりも異なる点は，加工区にあ
っては，労働者は外国資本の下にあることである。しかし，加工区外の労働条件はより劣
悪である。
台湾の労働者というより，漢民族に共通する性格だが，持久力あり骨惜みしない，労働
力として極めて優秀である。 1963年から69年までの台湾における賃金上昇率は50%程度で
あって日本のそれよりはるかに低く， 物価の上昇率も低い。 日台間の賃金格差は拡大し
た。この安い労働力を求めて日本その他の外国資本が流入し，台湾の高度経済成長を支え
2)向山寛夫著「中国労働法の研究』 307ペー ジ。
3)私はこの国のエ会法（労働組合法）をみたとき， 1920年，わが国で最初に労働組合法
案として登場する農商務省案と，いくつかの，点で似ていることを感じていた。それは，
労働組合の組織を，職業別ないし産業別に，行政区域のワク内に限定すること，組合の
設立に政府の認可を必要とすること，使用者の不当労働行為を禁止する条項ないしは労
働争厳の民事上免責の条項のないことである。農商務省案は当時の有力な資本家団体で
ある大阪工業会がその成立を熱望したものだが，これが台湾に再生していたのである。
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たのである。
ニクソン訪中，米中共同コミュニケの発表と目まぐるしく移り変わる国際情勢の中で，
台湾の国際的地位が不安定となり，これまで投下資本件数の第1位を占めていた日本企業
の新規の進出が激減したと伝えられるが，一方では，今年に入ってアメリカおよび西ドイ
ツの資本の流入は以前よりむしろ活発といわれる。台湾の経済成長や労働経済の基調に大
きな変化はなさそうである。米・独の企業にしてみれば，台湾への投下資本は短期で回収
できる，あるいは現状が当分つづくということであろうか。台湾の教治的・社会的現状の
変革というものは，相当長期間を要すると見透されているといえよう。
漢民族はわれわれよりもはるかに気の長い民族である。
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